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１.  調査の概要 

調査の目的 

個人企業営業状況調査は、個人企業の経営の動向に関する資料を得ることを目的とし、小規模事業者が外部

環境としての経済動向を把握し、事業計画策定における基礎資料として活用するため 2020 年、新型コロナウイ

ルス(COVID-19)の発生により影響を受けた業種等その分布状況等を明らかにするとともに各種統計資料と地域

内小規模事業者を対象にしたアンケート調査等により地域の経済動向を収集、分析する。 

団塊の世代が 2025 年頃までに後期高齢者（75 歳以上）に達する事により派生する「2025 年」問題の中にあっ

て後継者不足を主な理由として廃業する中小企業が後を絶たないと予測されていることに鑑み、事業承継等計

画の基礎資料として活用するため各種統計資料と、東松島市内経営者を対象とした年齢層分布および後継者の

有無の調査により経営者年齢層等の現状を明らかにする。 

  

調査方法 

（１） 総務省統計局「個人企業経済調査」について 

個人企業経済調査は，統計法（平成 19 年法律第 53号）に基づく基幹統計調査（基幹統計である個

人企業経済統計を作成するための調査）として，個人企業（個人経営の事業所）の経営の実態を明ら

かにし，中小企業振興のための基礎資料などを得ることを目的としておこなわれている「個人企業経済

調査」データを活用して調査・分析を行う。 

 

（２） 「東松島市内小規模個人企業動向調査」について 

  東松島市商工会において決算・申告指導をおこなった実データを活用して調査・分析を行う。 

 分析・評価を行う際には、外部データの評価方法と整合性を保つためにＤＩを活用している。ＤＩとは、

Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略であり、「良い／悪い」「増加／減少」などの定性的

な判断を指標として集計・加工した指数である。 

また、東松島市内中小企業者の構造的特質を捉えるため、東松島市内において事業を営む同族経

営者（法人、個人を問わない）に対し年齢および後継者の有無に関し商工会職員の巡回により調査し、

業種別に分析等を行う。 

 

（３） 「V-RESAS」について 

V-RESAS は、内閣府地方創生推進室と内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局が提供する新型

コロナウイルス感染症 [COVID-19] が、地域経済に与える影響の把握及び地域再活性化施策の検討

におけるデータの活用を目的とした見える化を行っているサイトです。この V-RESASを活用し宮城県お

よび石巻圏の状況を把握する。 

 

（４） 「新型コロナウイルス(COVID-19)に係る影響度調査」について 

新型コロナウイルス(COVID-19)に係る商工会での事業所支援（地域経済維持協力金申請支援）によ

り収集した、データより東松島市内中小企業者への影響についてその現状を明らかにする。 
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２.  総務省統計局「2019年（令和元年）個人企業経済調査」結果の概要 

１ 営業状況  

（１）産業別営業状況 

2018年の１企業当たりの年間売上高は 1,336万 7,000円，年間営業利益は 218万 3,000円となっている。  

産業大分類別に１企業当たりの年間売上高をみると，「卸売業，小売業」が 2,509万 8,000円と最も多く，

次いで「建設業」が 1494万 5,000円などとなっている。  

１企業当たりの年間営利益をみると，「その他のサービス業」が 299万 1,000円と最も多く，次いで「建

設業」が 291万 7,000円などとなっている。  

なお，１企業当たりの年間営業利益率（売上高に対する営業利益の割合）をみると，「その他のサービス

業」が 30.3％と最も高く，産業別１企業当たりの年間売上高が最も多い「卸売業，小売業」は 7.5％と最

も低くなっている。（表１－１） 
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２ 構造的特質 

（１）事業主の年齢の状況 

事業主の年齢階級別に企業の割合をみると，事業主の年齢が 70歳以上の企業の割合は 39.6％と全体の

約４割を占めている。 

産業別にみると，70歳以上の割合は「製造業」が 47.0％と最も高く，次いで「卸売業，小売業」が

44.6％などとなっている。（図２－１） 
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（２）後継者の有無の状況 

後継者の有無別に企業の割合をみると，後継者がいる企業の割合は 20.3％となっている。 

産業別にみると，「その他のサービス業」が 27.7％と最も高く，次いで「建設業」が 22.1％などとなっ

ている。（図２－３） 
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（３）事業経営上の問題点の状況 

事業経営上の問題点として設定している 12項目のうち，大きな問題点として一つだけ回答した項目

（主なもの）別に企業の割合をみると，「需要の停滞（売上の停滞・減少）」が 31.5％と最も高く，産業

別にみると，全ての産業において最も割合が高くなっている。 

これに次いで，「建設業」及び「製造業」では「後継者難」の割合が高く，「卸売業，小売業」及び「生

活関連サービス業，娯楽業」では「大手企業・同業者との競争の激化」の割合が高くなっている。 

（表２－２） 
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（４）今後の事業展開の状況 

今後の事業展開別に企業の割合をみると，「事業に対して積極的」な企業の割合は，10.4％となってい

る。 

産業別にみると，「その他のサービス業」が 13.4％と最も高く，次いで「卸売業，小売業」が 11.0％な

どとなっている。 

一方，「事業に対して消極的」な企業の割合は，21.7％となっている。 

産業別にみると，「卸売業，小売業」が 27.5％と最も高く，次いで「建設業」が 24.0％などとなってい

る。 

注）「事業に対して積極的」な企業とは，「事業の拡大・店舗の増設を図りたい」，「事業の共同化・協業

化・チェーン組織への加盟を図りたい」，「経営の多角化を図りたい」，「事業の専門化を図りたい」と回

答した企業をいう。 

「事業に対して消極的」な企業とは，「事業の規模を縮小したい」，「転業したい」，「休業したい」，「廃

業したい」と回答した企業をいう。 

「その他」の企業とは，「特に考えたことはない」，「その他」と回答した企業をいう。 
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（５）2020年 1-8月「休廃業・解散企業」動向調査  （株式会社東京商工リサーチ調べ） 

 2020年 1-8月に全国で休廃業・解散した企業は 3万 5,816件（前年同期比 23.9％増、速報値）だった。

このペースが続くと、年間 5 万 3,000 件を突破し、2000 年に調査を開始して以降で最多だった 2018 年

（4万 6,724件）を大幅に上回る可能性が出てきた。 

  「平成 28 年経済センサス-活動調査」の国内の企業数（規模問わず）は約 358 万社で、単純計算で

1.0％が 2020年 1-8月に市場から撤退・消滅したことになる。東京商工リサーチが 8 月 28 日～9 月 8 日

に実施したアンケートでは、コロナ禍が長引いた場合に廃業を検討する可能性が「ある」と回答した中小

企業は 8.8％、全企業では 7.5％だった。廃業を検討する可能性がある中小企業のうち、44.4％が検討時

期を「1年以内」としており、1-8月の休廃業・解散の増加は「大廃業時代」が現実味を帯びてきた可能

性を示している。 

  政府や自治体はコロナ禍で矢継ぎ早に資金繰り支援を打ち出し、2020年 1-8月の倒産は 5,457件（前

年同期比 0.2％減）と抑制効果をみせている。だが、資金繰り破たんの回避に重きを置いた支援は企業継

続の将来性を必ずしも担保していない。支援効果の息切れが懸念されている約半年を経過し、転業や廃

業、事業譲渡を含めた新たな幅広い支援パッケージが求められている。 

※東京商工リサーチが保有する企業データベースから、「休廃業・解散」が判明した企業を抽出した。「休

廃業・解散」は、倒産（法的整理、私的整理）以外で事業活動を停止した企業と定義した。 

 

1-8 月は前年同期比 23.9％増、年間で過去最多を更新する勢い 

2000 年に調査を開始してから、休廃業・解散数が最も多かったのは 2018 年の 4 万 6,724 件で、2019 年

は 4万 3,348件（前年比 7.2％減）だった。各都道府県の事業承継ネットワークを通じた事業承継診断を

含むプッシュ型支援の展開や民間での取り組み強化などが、2019 年の休廃業・解散数の押し下げに繋が

ったとみられる。 

  だが、2020 年 1-8 月の休廃業・解散は速報値で 3 万 5,816 件（前年同期比 23.9％増）と、一転して

大幅に増加した。事業承継が円滑に進まない中、2020 年 2 月から感染が拡大した新型コロナウイルスで

急激な業績悪化に陥り、先行きが見通せないまま事業継続の意欲を喪失した企業、経営者が増えた状況

が透けてみえる。 
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産業別 サービス業他は 1万件超え 

2020年 1-8月に休廃業した 3万 5,816件を産業別でみると、トップはサービス業他の 1万 1,144件（構

成比比 31.1％）だった。 

  建設業が 6,327件（同 17.7％）、小売業が 4,511件（同 12.6％）、製造業が 3,848件（同 10.7％）、

卸売業が 3,414件（同 9.5％）と続く。 

  増加率でみると、金融・保険業が前年同期比 45.9％増（1,185件）。以下、建設業の 27.9％増、サー

ビス業他の 27.4％増、運輸業の 22.9％増（595件）と続く。 

 

業種別 上位は金融商品取引業や NPO法人 

3万 5,816件を産業を細分化した業種別でみると、母数 500件以上で増加率が最も高いのは、「金融商品

取引業，商品先物取引業」で、2019年 1-8月より 67.2％増の 756件だった。このうち、303件は合同会

社で 300件が解散だった。コロナ禍での先行き見通し難から会社清算を選択したとみられる。 

  次いで、「政治・経済・文化団体」で、2019年 1-8月より 52.8％増の 1,813件だった。このうち、

1,535件を特定非営利活動（NPO）法人が占める。NPO法人は、経営基盤が整っていない法人も多く、コ

ロナ禍が直撃した可能性がある。4位の「専門サービス業」（前年同期比 34.1％増、1,970件）の内訳

は、経営コンサルタント業が 909件（構成比 46.1％）、デザイン業が 151件（同 7.6％）など。 

  飲食店は、前年同期比 13.4％増の 1,221件だった。 

 

2020年 1-8月の休廃業・解散が、大幅な増勢ペースをたどっていることがわかった。この勢いを持続し

た場合、年間では 5万 3,000 件を超え、集計開始後、初めて 5万件を突破する可能性が出てきた。 

  政策的な支援効果で、2020年 1-8月の企業倒産は落ち着いて推移し、当初の見込みを下回り、年間

8,000～1万件で着地する公算だ。だが、増勢をたどる休廃業・解散を加味すると、2020年は倒産や休

廃業・解散により市場から撤退する企業は、2000年以降で過去最多だった 2018年の 5万 4,959件を大

幅に更新し、初めて 6万件を超える事態も想定される。 
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３. 東松島市内小規模個人企業動向調査結果 

１ 営業状況  

・調査対象企業 （東松島市内小規模個人企業） 

平成 29 年 155企業（製造 15企業、建設 46企業、小売 37企業、 

卸売 0企業、サービス 49社、その他 8） 

平成 30 年 150企業（製造 14企業、建設 45企業、小売 35企業、 

卸売 0企業、サービス 50社、その他 6） 

令和 元年 149企業（製造 16企業、建設 47企業、小売 32企業、 

卸売 0企業、サービス 48社、その他 6） 

・実績 平成 29年 1～ 12月期（平成 28年 1～ 12月期実績と比べて） 

・実績 平成 30年 1～ 12月期（平成 29年 1～ 12月期実績と比べて） 

・実績 令和 元年 1～ 12月期（平成 30年 1～ 12月期実績と比べて） 

 

東松島市景気の実績 

― 令和元年の東松島市内小規模個人企業景況感は、売上実績、収益実績とも建設業、小売

業、その他の業種で前年を上回わり、売上実績 DI 値でも製造業は▲42.86 から+12.50 ポイ

ントに、建設業では▲11.11 から+25.53ポイントとプラスに転じたものの小売業にあっては

▲42.86 から▲37.5 ポイントに、サービス業においては▲34.00 から▲16.67 ポイントとや

や改善の兆しをみせながらもマイナス値を脱してはいない。令和２年は宿泊・飲食といった

サービス業を中心に新型コロナウイルス(COVID-19)による影響を大きく受けており事業の

継続すら懸念される事業者がでることが想定され様々な支援が必要とされる。― 

 

（１）売上実績 

Ａ．全産業の令和元年 1～12月期実績は「▲3.36」となり、平成 30年 1～12月期実績「▲

29.33」から 25.97ポイント改善した。 

Ｂ．業種別にみると、製造業では令和元年 1～12 月期実績が「12.50」となり、平成 30年

1～12月期実績「▲42.86」から 55.36ポイント改善。建設業では令和元年 1～12月期

実績が「25.53」となり、平成 30年 1～12月期実績「▲11.11」から 36.64ポイント改

善。小売業では令和元年 1～12 月期実績が「▲37.50」となり、平成 30 年 1～12 月期

実績「▲42.86」から 5.36 ポイント改善。サービス業では令和元年 1～12 月期実績が

「▲16.67」となり、平成 30 年 1～12 月期実績「▲34.0」から 17.33 ポイント改善。

また、その他の業種では令和元年 1～12月期実績が「16.67」となり、平成 30年 1～12

月期実績「▲16.67」から 33.34ポイント改善した。 

内訳をみると、令和元年 1～12月期売上実績 DIはすべての業種において改善の兆し

が表れてきているが、小売業においては▲37.5、サービス業において▲16.67と未だマ

イナス値である。 
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（２）収益実績 

Ａ．全産業の令和元年 1～12月期実績は「12.75」となり、平成 30年 1～12月期実績「▲

8.0」から 20.75ポイント改善した。 

Ｂ．業種別にみると、製造業では令和元年 1～12 月期実績が「12.5」となり、平成 30年

1～12月期実績「▲58.33」から 70.83ポイント改善。建設業では令和元年 1～12月期

実績が「34.04」となり、平成 30 年 1～12 月期実績「▲2.22」から 36.26 ポイント改

善。小売業では令和元年 1～12月期実績が「12.5」となり、平成 30 年 1～12月期実績

「▲5.88」から 18.38 ポイント改善。サービス業では令和元年 1～12 月期実績が「▲

14.58」となり、平成 30 年 1～12 月期実績「0.00」から 14.58 ポイント低下。また、

その他の業種では令和元年 1～12 月期実績が「66.67」となり、平成 30 年 1～12 月期

実績「▲50.00」から 116.67ポイント上昇した。 

内訳をみると、令和元年 1～12 月期収益実績 DI はサービス業を除くすべての業種

で上昇し改善の兆しが見られた。小売業においては売上実績 DIが未だマイナス値であ

るが収益実績 DIはプラスに転じている。 
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売上実績（平均）と収益実績（平均）

Ｈ29 Ｈ30 R1 Ｈ29 Ｈ30 R1

1 製造業 ¥17,634 ¥12,648 ¥11,505 ¥5,456 ¥2,887 ¥2,416

2 建設業 ¥11,023 ¥10,361 ¥12,905 ¥2,186 ¥1,983 ¥2,910

3 小売業 ¥21,285 ¥20,810 ¥23,762 ¥1,800 ¥1,276 ¥1,780

4 卸売業

5 サービス業 ¥9,259 ¥7,930 ¥7,416 ¥955 ¥1,043 ¥878

6 その他 ¥13,482 ¥13,523 ¥24,952 ¥5,435 ¥1,339 ¥7,665

単位（千円）

No 業　種
売上実績（平均） 収益実績（平均）

¥0

¥5,000

¥10,000

¥15,000

¥20,000

¥25,000

¥30,000

製造業 建設業 小売業 卸売業 サービス業 その他

1 2 3 4 5 6

売上実績（平均）と収益実績（平均）

売上実績（平均）Ｈ29 売上実績（平均）Ｈ30 売上実績（平均） R1

収益実績（平均）Ｈ29 収益実績（平均）Ｈ30 収益実績（平均） R1
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売上実績DIと収益実績DI

Ｈ29 Ｈ30 R1 Ｈ29 Ｈ30 R1

1 製造業 -20.00% -42.86% 12.50% 40.00% -58.33% 12.50%

2 建設業 -8.70% -11.11% 25.53% 6.52% -2.22% 34.04%

3 小売業 -2.70% -42.86% -37.50% -13.51% -5.88% 12.50%

4 卸売業 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

5 サービス業 -8.16% -34.00% -16.67% 14.29% 0.00% -14.58%

6 その他 0.00% -16.67% 16.67% 12.50% -50.00% 66.67%

No 業　種
売上実績DI 収益実績DI

-80.00%

-60.00%

-40.00%

-20.00%

0.00%

20.00%

40.00%

60.00%

80.00%

製造業 建設業 小売業 卸売業 サービス業 その他

1 2 3 4 5 6

売上実績DIと収益実績DI

売上実績DI Ｈ29 売上実績DI Ｈ30 売上実績DI R1

収益実績DI Ｈ29 収益実績DI Ｈ30 収益実績DI R1
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２ 構造的特質 

・調査対象企業 （東松島市内事業者）  

令和 2 年 543 企業（飲食・宿泊業（飲食）50 企業、飲食・宿泊業（宿泊）9 企業       

卸売業  9 企業、建設業  178 企業、小売業  106 企業      

サービス業（娯楽業）6 企業 

サービス業（娯楽業以外）122企業、製造業 54企業 

その他 9企業 

 

・調査期間 令和 2年９月 1日～令和 2年 1月 31 日 

 

（１）事業主の年齢の状況 

事業主の年齢階級別に企業の割合をみると，事業主の年齢が 70 歳以上の企業の割合は 26.0％であり、

全国平均より低いものの事業主の年齢が 60歳以上の企業の割合は 55.8％。と全体の約６割を占める。 

産業別にみると，60歳以上の割合は「建設業」が 27.7％と最も高く，次いで「小売業」が 19.8％などと

なっている。 

（業種別年齢） 

 

 

  

飲食業 宿泊業 卸売業 建設業 小売業
サービス業
（娯楽業）

サービス業
（娯楽業以外）

製造業 その他 全体

20歳～ 0 0 0 1 1 0 0 0 0 2
30歳～ 2 0 1 12 7 0 3 2 1 28
40歳～ 8 1 1 47 15 2 16 9 2 101
50歳～ 11 1 0 34 23 2 32 5 1 109
60歳～ 15 2 3 57 29 2 38 15 1 162
70歳～ 11 4 3 24 23 0 28 22 2 117
80歳～ 2 1 1 2 7 0 5 1 2 21
90歳～ 1 0 0 1 1 0 0 0 0 3
合計 50 9 9 178 106 6 122 54 9 543
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（業種別年齢・個人企業） 

 

 

 

 

 

 

 

飲食業 宿泊業 卸売業 建設業 小売業
サービス業
（娯楽業）

サービス業
（娯楽業以外）

製造業 その他 全体

20歳～ 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
30歳～ 2 0 0 6 4 0 1 2 0 15
40歳～ 6 1 0 22 5 0 9 5 1 49
50歳～ 9 1 0 13 14 1 15 3 1 57
60歳～ 12 2 0 30 18 0 25 8 0 95
70歳～ 10 4 0 9 17 0 17 13 1 71
80歳～ 1 1 0 0 5 0 4 1 2 14
90歳～ 0 0 0 1 1 0 0 0 0 2
合計 40 9 0 82 64 1 71 32 5 304
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（２）後継者の有無の状況 

東松島市内中小企業者の後継者の有無では、「後継者有」と回答した事業所は 64事業所と全体の

11.79％であり、「後継者無し」と回答した事業所は 38事業所と全体の 7.00％、未定または無回答の事

業所数は全体の約 8割を占める 441事業所（81.22％）であった。 

50 歳以上の経営者にあっても「後継者有」と回答した事業所は 59事業所と全体の 14.32％であり、同

様に「後継者無し」と回答した事業所は 30事業所と全体の 7.28％、未定または無回答の事業所数にあ

っても、全体の 8割近くを占める 323事業所（78.4％）であった。 

 東松島市内中小企業者は 2011 の東日本大震災からの復旧、復興の途にある企業が多く、まだ後継者

等次代のことまで考えられないという経営者が多い状況であった。 
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（３）商工会会員事業所の廃業・転出企業数 

 

東松島市内会員企業の廃業・転出は平成 28年以降増加傾向にあり、令和 2年度は 4月～1月 27日の 9

か月間で既に平成 28年度なみとなっている。令和 2年度は各種給付金等、種々施策が講じられた結果コ

ロナ禍でなくとも廃業に至ったであろう企業がコロナ対策により延命した一時的結果とみると、今後給

付金の息切れ等による廃業が予想され注視していく必要がある。 

 

 

 

 

  

年度 廃業 転出 合計

平成２８年度 12 1 13

平成２９年度 18 5 23

平成３０年度 19 4 23

令和元年度 18 2 20

令和２年４月－１月27日時点 11 2 13

合　計 78 14 92
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４.  令和元年個人企業経済調査まとめ  

 

令和元年総務省統計局「個人企業経済調査」（全国）によれば産業大分類別に１企業当た

りの年間売上高をみると，「卸売業，小売業」が 2,509 万 8,000 円と最も多く，次いで「建

設業」が 1,494 万 5000 円となっているが１企業当たりの年間営業利益率（売上高に対する

営業利益の割合）をみると，「その他のサービス業」が 30.3％と最も高く，産業別１企業当

たりの年間売上高が最も多い「卸売業，小売業」は 7.5％と最も低くなっている。 

東松島市内個人企業を見ると売上高平均では小売業が 300 万円ほど高くなっているが売

上 DI では▲37.5％であり、一部事業者を除き悪化した小売業者が多かったことがわかる。

収益 DIをみると依然サービス業が苦境にあることがわかる。 

2020年 1-8 月「休廃業・解散企業」動向調査（株式会社東京商工リサーチ調べ）によると

コロナ禍が長引いた場合に廃業を検討する可能性が「ある」と回答した中小企業は 8.8％、

全企業では 7.5％だった。廃業を検討する可能性がある中小企業のうち、44.4％が検討時期

を「1 年以内」としており、1-8 月の休廃業・解散の増加は「大廃業時代」が現実味を帯び

てきた可能性を示している。休業廃業した企業を産業別でみると、トップはサービス業他の

1 万 1,144 件（構成比比 31.1％）。建設業が 6,327 件（同 17.7％）、小売業が 4,511 件（同

12.6％）、製造業が 3,848 件（同 10.7％）、卸売業が 3,414件（同 9.5％）と続く。 

当商工会会員企業の廃業企業数をみると 1 月 27 日時点で既に平成 28 年度並みの廃業数

となっている。この数字は各種給付金等、種々施策が講じられた結果コロナ禍でなくとも廃

業に至ったであろう企業がコロナ対策により延命した一時的結果とみると、今後給付金の息

切れ等による廃業が予想され注視していく必要がある。 
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５.  V-RESASで見るコロナ禍の地域経済 

新型コロナウイルス感染症の地域経済への影響把握に向けて、2020年 6月末から国は企業の協力を得て

RESAS（地域経済分析システム）のコロナ版として V-RESASの運用を開始した。この V-RESASを利用して、コロ

ナ禍の地域経済への影響に関する特徴的なデータについて取りあげてみる。 

5-1．人流 

5-1-1 滞在人口の動向 

宮城県および代表観測地点（石巻駅）の滞在人口の動向について、2019年同週比を視ますと県外からの滞

在者は宮城県および石巻駅においてゴールデンウィークを含む５月第一週に約-90％と大きく落ち込み、宮城県

全体では通年を通して２０１９年同週比マイナスで推移、１２月第４週（年末）では-41％であった。代表観測地点

を仙台駅に置いた時の動向は宮城県全体とほぼ同じであった。東松島市を通る JR仙石線のもう一端である石巻

駅を代表観測地点におくと、県外からの滞在者は７月１週と 10月第 3週に+100％を超えており、その週の昼時

（１１時～１４時）を限定して見ると実に+200％超を記録している。さらに 10月以降は日中にプラスとなった週が頻

出している。 

 

 

１月 第１・3・5 週 

+25％ 

５月 第１週 

-88％ 

12 月 第 4 週 

-41％ 
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3 月 第１週 

-81％ 

5 月 第１週 -95％ 

6 月 第１週 -96％ 

7 月 第１週 

+112％ 

10 月 第 3 週 

+144％ 

12 月 第 4 週 

-30％ 

4 月 第 5 週 

-100％ 

7 月 第 1 週 

+244％ 

10 月 第 3 週 

+257％ 

12 月 第 4 週 

+21％ 
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5-1-2 都道府県を跨いだ移動 

宮城県および石巻・登米・気仙沼エリアの滞在人口がどの都道府県から来たかを、2019年の週平均の都道府県

を跨いだ移動人口との比率（指数）で視ますと、5月の第１週のゴールデンウィークにかけて県外からの滞在者が

減ったもののその後は一定数が滞在していることが伺える。なかでも岩手県からは通年をとおして一定数の滞在

者がいることがわかります。 
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5-2. 決済データから見る消費動向 

クレジットカード決済情報をもとに宮城県の消費の変化を前年同期比で表しています。 

EC（電子商取引）のみ好調に推移しており、その他すべての業種が前年同、または前年比割れの様相を呈し

ています。 

 

 

  

EC（電子商取引） 

６月後半 +20％ 
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5-3. 飲食店情報の閲覧数 

飲食店情報の閲覧数を飲食店のジャンルごとに 2019年同週比で視ますと、宮城県エリアでは５月のゴールデン

ウィークに大きく落ち込んだ後やや回復しましたが、前年比に戻ることなく２０２１年に入りました。石巻・登米・気仙

沼エリアでは県同様５月のゴールデンウィークに大きく落ち込んだもののその後前年比なみに推移しています。 
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5-4. 宿泊者数 

宮城県全体での宿泊者の分類ごとの宿泊者数を宿泊開始日ベースの 2019年同月比で表すと、５月のゴールデ

ンウィークに一気に減少した後、GOTOにより回復してきた様子がみえますが、GOTOが中止となった現在、予

約の取り消しが相次ぎ再びマイナスの状態となっています。 
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5-5. 求人情報数 

販売・サービス職について宮城県内の求人情報数を職種別に 2019年同週比で視ますと、美容/エステ/ネイル

が年末に向かって、求人情報がでてきましたが、他の販売・サービス職につては前年同週比を下回っています。 
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６. 新型コロナ禍での東松島市内中小企業者景気動向 

 

・調査対象企業 （東松島市内中小企業） 821 企業 

  建設業       264 企業 

 製造業        57 企業 

 運輸業        21 企業 

 卸売業・小売業     139 企業 

 宿泊業，飲食サービス業    118 企業 

 生活関連サービス業，娯楽業     93 企業 

 サービス業（他に分類されないもの）    61 企業 

 その他の業種 

 （農林漁業・ 情報通信業・ 金融業，保険業 

   ・不動産業，物品賃貸業 

   ・学術研究，専門・技術サービス業 

   ・ 教育，学習支援業・医療，福祉）   68 企業 
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当商工会にて新型コロナウイルス(COVID-19)に係る経済対策である施策、地域経済維持協

力金申請支援をおこなった中小企業 821 企業からみえてきた影響度の分布は次のとおりで

ある。 

※ 地域経済維持協力金申請に係る特定月（前年同月比較をおこなった月）のデータによる。 

 6-1. 業種別影響度 

 

 

　 　このグラフでは、四分位範囲（IOR）に、その業種の半数が入る。
したがって四分位範囲（IOR）が狭いほど、因果関係が強い（影響を
受けやすい）ことを示し、四分位範囲（IOR）の位置が高いほど、影
響を受けている（影響の度合いが大きい）こと示す。
上図から、最も影響を受け、その度合いも大きかった業種は「宿泊
業，飲食サービス業」であり、売上高・利益の減少率54.8％～87.0％
が四分位範囲（IOR 32.2)となる。次いで「建設業」IOR 40.6(42.5％
～83.1％)、「製造業」IOR 46.2(30.0％～76.2％)、「卸売業・小売
業」IOR 48.6(20.5％～69.1％)の順に影響が大きかったことがわか
る。「運輸業」は影響の度合いは大きくはなかったが、四分位範囲
（IOR）は37.5(11.5%～49.0％)であり「宿泊業，飲食サービス業」の
次に狭く影響を受けやすかった業種あることがわかる。

　経済対策施策支援をおこなった821
企業の売上高・利益の減少率による分
布をヒストグラムでみると45％から
67％減少の範囲に254企業と、およそ
１/３の企業が含まれる。
89％から100％減少の企業も119企業あ
り、45％以上減少した企業は534企業
と全体の65％の企業が大きな影響を受
けた。 821　企業
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6-2. 業種別売上高・利益の減少率による企業分布 

  

  

  

  

 

   

 

   

商工業者数 影響度（減少率）に係る事業所数分布

264　企業

商工業者数 影響度（減少率）に係る事業所数分布

57　企業

商工業者数 影響度（減少率）に係る事業所数分布

21　企業

商工業者数 影響度（減少率）に係る事業所数分布

139　企業

商工業者数 影響度（減少率）に係る事業所数分布

118　企業

商工業者数 影響度（減少率）に係る事業所数分布

93　企業

商工業者数 影響度（減少率）に係る事業所数分布

61　企業

商工業者数 影響度（減少率）に係る事業所数分布

68　企業
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７.  「コロナ禍の地域経済」まとめ 

V-RESASにより滞在人口の動向について、2019年同週比を視ますと県外からの滞在者は宮城県および石巻

駅においてゴールデンウィークを含む５月第一週に約-90％と大きく落ち込み、宮城県全体では通年を通して２０

１９年同週比マイナスで推移。しかし、石巻駅周辺を観測地とした昼時の時間帯 11時～14時では、7月の第１

週、１０月の第 3週と大きくプラスに振れ、その後も振れ幅は大きくないもののプラスに振れる日が頻出する。都道

府県を跨いだ移動人口との比率（指数）では、5月の第１週のゴールデンウィークにかけて県外からの滞在者が

減ったもののその後は一定数が滞在していることが伺える。なかでも岩手県からは通年をとおして一定数の滞在

者がいる。クレジットカード決済情報をもとに宮城県の消費の変化を前年同期比みると、EC（電子商取引）のみ好

調に推移しており、その他すべての業種が前年同、または前年比割れの様相を呈している。 

当商工会にて新型コロナウイルス(COVID-19)に係る経済対策である施策、地域経済維持協力金申請支援を

おこなった中小企業 821企業からみえてきた影響度の分布は 45％以上減少した企業は 534企業と全体の 65％

このうち 89％から 100％減少の企業は 119企業であり影響の大きさを伺わせる。なかでも「宿泊業，飲食サービ

ス業」では、四分の一の事業所が売上高・利益の減少が 87.0％以上であり、売上高・利益の減少率 54.8％以上

に四分の三の事業所が存在する。次いで「建設業」、「製造業」、「卸・小売業」の順に影響が大きかった。 

東京商工リサーチ調べによる「2020年 1-8月「休廃業・解散企業」動向調査」では、業種別休廃業・解散企業

数のトップはサービス業他の 1万 1,144件。次いで建設業が 6,327件、小売業が 4,511件、製造業が 3,848件、

卸売業が 3,414件と続き、東松島市内企業の業種別コロナの影響度順と３位、４位の順が逆であるだけで１位、２

位は符合する。このことから、市内の雇用を守るためにも市内企業を維持・存続させるための経済対策が急務とな

る。 

商工会として令和３年２月１日に東松島市長へ「新型コロナウイルスに係る追加経済対策」ついての要望書を

提出している。 

 


